
令和８年度「大分県燃料電池トラック導入支援事業」公募要領 

 
 水素社会の実現に向けた燃料電池車両の普及及び水素利活用の促進を図るため、燃料

電池トラックの導入に要する経費に対して、予算の範囲内で補助を実施するもの。 
 
１ 申請受付期間 
 
 令和８年６月１日（月）～令和９年２月２６日（金） 
 
２ 補助対象者 

補助対象者 

１ 以下に掲げる、全てを満たす者。 

（１）燃料電池トラックを大分県内で導入し、使用する個人事業者又は法人（国、独立

行政法人、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）、又は燃料電池トラックを

購入し、リース契約等（補助金の額に相当する額を減額して使用料が設定されたも

のに限る。）により大分県内で導入し、使用する者に使用させるリース事業者 

（２）燃料電池トラックの導入について、国補助金（環境省が実施する脱炭素成長型経

済構造移行推進対策費補助金（商用車等の電動化促進事業（トラック）））の交付決

定を受けた者 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定

する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」と

いう。） 

（２）法人等であって、代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力

団員又は暴力団関係者に該当する者がいる者 

（３）リース契約等により、所有する燃料電池トラックを暴力団又は暴力団関係者に使

用させるリース事業者 

 
３ 補助対象経費 
 

燃料電池トラックの導入費用と同規模かつ同等仕様の 2015 年度の燃費基準に適合したデ

ィーゼル自動車の導入費用の差額から国補助金（環境省が実施する脱炭素成長型経済構造

移行推進対策費補助金（商用車の電動化促進事業））の交付決定額を差し引いた額 
 
４ 補助率、補助上限額等 

補助対象者 
補助率 

通常枠 賃上げ枠 

補助対象となる燃料電池トラックを導入する者 １／２以内 

ただし、12,000

千円を限度とす

る。 

１０／１０以内 

ただし、24,000

千円を限度とす

る。 
補助対象となる燃料電池トラックを、ファイナン

スリース（転リースを含む）により提供する契約

を締結するリース事業者 

※交付申請額は千円未満切り捨て 

 

※「賃上げ枠」について 

（１）要件 

県への実績報告前の直近 1 か月分の給与・賃金等（残業代や商用、各種手当、役員に



支払った給与及び役員報酬等、福利厚生費、法定福利費や退職金を除く）の総支給額

が、賃上げ前（事業実施前）と比較して１．５％以上増加していること。 

ただし、時給日給雇用者については、労働時間を事業実施前の月ベースで揃えて算

出・比較すること。 

（２）計算対象者 

賃上げ前後の賃金台帳提出月に、当該事業所で雇用するすべての従業員のうち、同条

件で在籍する者（アルバイト、パート等含む） 

※賃上げ前後の賃金台帳提出月において、同条件で在籍していない従業員は対象外 

例①賃上げ前の賃金台帳には記載があるが、その後、退職や休職に伴い、賃上げ後

の賃金台帳には記載がない者 

例②賃上げ前の賃金台帳には記載がないが、その後雇用された者 

例③賃上げ前後の賃金台帳において、賃金形態が変更となっている者（時給→日

給など） 

（３）対象となる「賃上げ」の実施時期 

事業を実施する年度の４月１日から実績報告直近１カ月までの間 

 

５ 申請方法 
 
申請は、原則として大分県スマート申請システムによるものとする。 
 
＜令和８年度大分県燃料電池トラック導入支援事業交付申請＞ 
https://ttzk.graffer.jp/pref-oita/smart-apply/apply-procedure/2217326034990223188 

 
６ 提出書類 
 
・大分県燃料電池トラック導入支援事業費補助金交付申請書（第１号様式） 
【添付資料】 
（１） 事業計画書（第２号様式） 

（２） 収支予算書（第３号様式） 

（３） 誓約書（第４号様式） 

（４） 申請者が分かる資料 

（法人登記簿写し（個人事業主の場合は営業許可証・開業届書・確定申告書の写

し） 

及び申請者の概要・事業概要が分かるパンフレット等） 

（５） 国補助金の交付決定通知書 

（６） 導入予定の燃料電池トラックの概要が分かる資料（仕様書・カタログの写し等） 

（７） 補助対象経費の内訳がわかる資料（燃料電池トラックの見積書や同規模かつ同等

仕様のディーゼル自動車の価格等に関する資料等） 

（８） 賃金増加率試算表（第５号様式）  ※賃上げ枠のみ 

（９） 賃上げ前の直近 1 か月分の賃金台帳の写し ※賃上げ枠のみ 

（１０）その他知事が必要と認める書類 

 


